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市
は
毎
年
２
回
、
財
政
事
情
を
公
表
し
、

収
支
の
状
況
や
財
産
の
状
況
を
お
知
ら
せ
し

て
い
ま
す
。

今
回
は
、
平
成
１６
年
度
下
半

期
（
１６
年
１０
月
１
日
〜
１７

年
３
月
３１
日
）
の
状
況
と

１７
年
度
当
初
予
算
に
つ

い
て
、
概
要
を
公
表
し

ま
す
。

ま
た
、
市
立
中
央
病

院
な
ど
公
営
企
業
の
業

務
状
況
を
あ
わ
せ
て
公

表
し
ま
す
。

問
合
せ
は
財
政
課

（
０
７
９
８
・
３
５
・

３
４
２
２
）
へ
。

一
般
会
計
最
終
予
算
の
歳

入
・
歳
出
の
そ
れ
ぞ
れ
の
構
成

は
、
右
円
グ
ラ
フ
の
と
お
り
で

す
。

収
入
・
支
出
の

執
行
状
況

収
入
と
支
出
の
執
行
状
況

（
平
成
１７
年
３
月
３１
日
現
在
）

は
、
一
般
会
計
の
収
入
で
は
１

４
４
２
億
９
３
１
５
万
円
（
執

行
率
８６
・
０
％
）、
支
出
で
は

１
３
９
３
億
６
６
１
４
万
円

（
執
行
率
８３
・
１
％
）
と
な
っ

て
い
ま
す
。
ま
た
、
特
別
会
計

の
収
入
で
は
７
８
２
億
２
９
４

２
万
円
（
執
行
率
７６
・
０
％
）、

支
出
で
は
９
５
８
億
２
３
５
万

円
（
執
行
率
９３
・
１
％
）
と
な

の
繰
入
な
ど

で
解
消
さ
れ

て
い
ま
す
。

収
入
と
基
金
や

一
般
会
計
か
ら

出
納
を
閉
鎖
す
る

５
月
３１
日
ま
で
の

支
不
足
に
つ
い
て
は
、

こ
の
特
別
会
計
の
収

っ
て
い
ま
す
。

１６
年
度

最
終
予
算
の
状
況

平
成
１６
年
度
の
最
終
予
算

額
は
、
一
般
会
計
が
１
６
７
７

億
５
４
２
１
万
円
、
１３
の
特
別

会
計
が
１
０
２
９
億
２
２
１
９

万
円
、
合
計
２
７
０
６
億
７
６

４
０
万
円
と
な
っ
て
お
り
、
前

回
公
表
し
た
１６
年
９
月
３０
日

現
在
の
合
計
予
算
額
２
７
２
０

億
５
５
３
８
万
円
（
本
紙
１７
年

１
月
２５
日
号
で
お
知
ら
せ
）
か

ら
補
正
を
経
て
合
計
１３
億
７

８
９
８
万
円
を
減
額
し
て
い
ま

す
。�
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被
保
険
者
の
配
偶
者
だ
っ
た
人

な
ど
。
す
で
に
障
害
基
礎
年
金

等
の
障
害
を
支
給
事
由
と
す
る

年
金
の
受
給
権
の
あ
る
人
は
対

象
と
な
り
ま
せ
ん

【
支
給
額
】
１
級
該
当
者
が

月
額
５
万
円
、
２
級
該
当
者
が

月
額
４
万
円
（
所
得
に
よ
る
支

給
制
限
あ
り
。
老
齢
年
金
等
の

受
給
者
は
支
給
制
限
あ
り
）

【
対
象
】
初
診
日
に
国
民
年

金
に
任
意
加
入
し
て
い
な
か
っ

た
人
で
、
６５
歳
ま
で
に
、
障
害

基
礎
年
金
１
・
２
級
に
該
当
す

る
障
害
状
態
に
な
っ
た
人
で
、

①
初
診
日
が
平
成
３
年
３
月
以

前
で
、
当
時
学
生
だ
っ
た
人
②

初
診
日
が
昭
和
６１
年
３
月
以
前

で
、
当
時
厚
生
年
金
・
共
済
組

合
な
ど
の
被
用
者
年
金
各
法
の

対
象
に
、
「
特
別
障
害
給
付
金

制
度
」
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

該
当
者
は
、
年
金
グ
ル
ー
プ
で

申
請
手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

国
民
年
金
の
任
意
加
入
期
間

に
加
入
し
な
か
っ
た
こ
と
に
よ

り
、
障
害
基
礎
年
金
等
を
受
給

し
て
い
な
い
障
害
の
あ
る
人
を

必
要
で
す
。
申
請
免
除
、
若
年

者
納
付
猶
予
を
、
前
年
度
に
引

き
続
い
て
、
１７
年
度
（
今
年
７

月
以
降
分
）も
希
望
す
る
人
は
、

７
月
に
申
請
手
続
き
を
し
て
く

だ
さ
い
。

手
続
き
に
は
、
免
除
を
申
請

す
る
人
の
年
金
手
帳
、
認
め
印

が
必
要
で
す
。
失
業
等
の
特
別

の
事
情
が
あ
る
場
合
は
、「
雇
用

保
険
被
保
険
者
離
職
票
」、「
雇

用
保
険
受
給
資
格
者
証
」
な
ど

の
離
職
の
事
実
を
証
明
で
き
る

公
的
機
関
の
証
明
書
を
提
出
し

て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、学
生
で
１７
年
度（
今
年

４
月
以
降
分
）
の
学
生
納
付
特

例
を
希
望
す
る
人
で
手
続
き
が

ま
だ
の
人
は
、申
請
手
続
き
を
。

手
続
き
に
は
年
金
手
帳
、
認

め
印
、学
生
証
が
必
要（
各
種
学

校
に
つ
い
て
は
、
修
業
年
限
が

１
年
以
上
で
あ
る
こ
と
が
確
認

で
き
る
学
生
証
ま
た
は
学
校
が

発
行
す
る
修
業
年
限
が
１
年
以

上
の
課
程
で
あ
る
こ
と
の
証
明

書
が
必
要
な
場
合
あ
り
）で
す
。

各
制
度
の
申
請
は
、
年
金
グ

ル
ー
プ
、各
支
所
・
市
民
サ
ー
ビ

ス
セ
ン
タ
ー
、
ア
ク
タ
西
宮
ス

テ
ー
シ
ョ
ン
で
受
け
付
け
ま
す
。

「
申
請
免
除
」、「
若
年
者
納

付
猶
予
」、「
学
生
納
付
特
例
」

は
、
前
年
の
所
得
が
審
査
の
対

象
と
な
る
た
め
、
毎
年
申
請
が

度
は
４
月
）
〜
翌
年
６
月

対
象
校
が

拡
大
さ
れ
ま
し
た

学
生
納
付
特
例

対
象
と
な
る
各
種
学
校
は
一

部
に
限
ら
れ
て
い
ま
し
た
が
、

今
年
４
月
か
ら
「
各
種
学
校
で

１
年
以
上
の
課
程
に
在
籍
し
て

い
る
人
」
で
あ
れ
ば
対
象
に
含

ま
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

※
学
生
本
人
の
前
年
の
所
得

が
国
の
基
準
額
以
下
で
あ
る
こ

と
が
必
要

【
対
象
期
間
】
４
月
〜
翌
年

３
月

納
付
猶
予
が
認
め
ら
れ
る
た

め
に
は
、
申
請
者
本
人
、
配
偶

者
の
そ
れ
ぞ
れ
の
前
年
の
所
得

が
い
ず
れ
も
国
の
基
準
額
以
下

で
あ
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

※
世
帯
主
の
所
得
は
審
査
の

対
象
外
で
す
。
収
入
の
あ
る
世

帯
主
と
同
居
し
て
い
る
た
め
に

免
除
が
受
け
ら
れ
な
い
３０
歳
未

満
の
人
を
対
象
に
、
今
年
４
月

か
ら
新
設
さ
れ
た
制
度
で
す

【
対
象
期
間
】
７
月
（
１７
年

国
の
基
準
額
以
下
で
あ
る
こ
と

が
必
要
で
す
。

【
対
象
期
間
】
７
月
〜
翌
年

６
月

国
民
年
金
は
、
公
的
年
金
の
土
台
と
な
る
部
分

で
、
全
国
民
に
共
通
す
る
基
礎
年
金
を
支
給
す
る
制

度
で
す
。
将
来
、
老
齢
基
礎
年
金
を
受
け
る
た
め
に

は
、
原
則
と
し
て
受
給
資
格
期
間
が
２５
年
以
上
必
要

で
す
。

国
民
年
金
の
保
険
料
は
、
年
齢
・
性
別
・
所
得
に

関
係
な
く
一
律
で
、
月
額
１
万
３
５
８
０
円
（
平
成

１７
年
度
）
で
す
。
保
険
料
は
２
年
を
経
過
す
る
と
時

効
と
な
り
、
納
め
ら
れ
な
く
な
り
ま
す
。

問
合
せ
は
年
金
グ
ル
ー
プ
国
民
年
金
チ
ー
ム
（
市

役
所
本
庁
舎
１
階
�
０
７
９
８
・
３
５
・
３
１
２
４
）

へ
。

保
険
料
を

納
め
ら
れ
な
い
と
き

所
得
が
低
い
な
ど
経
済
的
な
理
由
や
失

業
な
ど
で
保
険
料
の
納
付
が
困
難
な
と
き

の
た
め
に
、「
申
請
免
除
」
や
「
若
年
者

納
付
猶
予
」、「
学
生
納
付
特
例
」
の
制
度

が
あ
り
ま
す
。

申
請
し
て
承
認
さ
れ
た
こ
れ
ら
の
期
間

と
、
将
来
受
け
取
る
年
金
額
と
の
関
係
な

ど
は
、
右
下
表
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。
ま

た
、
こ
れ
ら
の
期
間
経
過
後
、
保
険
料
を

納
め
る
余
裕
が
で
き
た
と
き
は
、
１０
年
以

内
な
ら
納
め
る
こ
と
（
追
納
）
が
で
き
ま

す
。
た
だ
し
２
年
を
過
ぎ
た
期
間
に
つ
い

て
は
加
算
金
が
つ
き
ま
す
。

申
請
免
除

全
額
免
除
と
半
額
免
除
が
あ
り
ま
す
。

免
除
が
認
め
ら
れ
る
た
め
に
は
、
申
請

者
本
人
、
配
偶
者
、
世
帯
主
の
そ
れ

ぞ
れ
の
前
年
の
所
得
が
い
ず
れ
も
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該
当
者
は
申
請
手
続
き
を

特
別
障
害
給
付
金
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大
切
な
将
来
の
た
め
に
…
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金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金毎年申請が必要です

「申請免除」、「若年者納付猶予」、
「学生納付特例」

若年者納付猶予

３０歳未満の人を
対象に新設

《最終予算額および収入・支出の状況》 （平成１７年３月３１日現在）

区 分
最終予算額
①

収入済額
②

執行率
②／①

支出済額
③

執行率
③／①

一般会計 １６７７億５４２１万円 １４４２億９３１５万円 ８６．０％ １３９３億６６１４万円 ８３．１％

特別会計（１３会計） １０２９億２２１９万円 ７８２億２９４２万円 ７６．０％ ９５８億２３５万円 ９３．１％

主
な
特
別
会
計

国民健康保険 ３３０億３７７万円 ２８１億３７１９万円 ８５．３％ ３０８億９７１３万円 ９３．６％

老人保健医療事業 ３２５億２１９２万円 ２８５億７３１１万円 ８７．９％ ３１５億３９３５万円 ９７．０％

介護保険 １６７億１８９０万円 １２９億３２４１万円 ７７．４％ １４９億２０６７万円 ８９．２％

下水道事業 １５６億６８９３万円 ６１億２６０５万円 ３９．１％ １３９億１５８６万円 ８８．８％

公共用地買収事業 １５億２４７１万円 １億１２２５万円 ７．４％ １５億２０１６万円 ９９．７％

食肉センター ４億８３０３万円 １億３６６万円 ２１．５％ ４億４６５６万円 ９２．４％

市街地整備事業 ２億９２９万円 ５８６４万円 ２８．０％ ８４１５万円 ４０．２％

合 計 ２７０６億７６４０万円 ２２２５億２２５７万円 ８２．２％ ２３５１億６８４９万円 ８６．９％

公営企業の業務状況

国国民民年年金金・・各各種種手手当当特特集集

下
半
期

平
成
１６
年
度

別表

申請免除
若年者納付猶予
学生納付特例

認めら
れた期
間の保
険料

全額免除承認：全額を納付免除

全額を納付猶予
半額免除承認：半額を納付免除

（注）半額を納めることが必要です。
半額を納めないときは未納になります

受給資
格期間

受給資格期間に算入（ただし、半額免
除承認は半額を納付した場合）

受給資格期間に
算入

将来受
け取る
年金額

全額免除 １／３
年金額には反映
しません

半額免除 ２／３

全額納付 ３／３

※受給資格期間：将来年金を受け取るために必要な期間

各種手当・給付をご存じですか？

児童手当
対象は小学校第３学年修了前（９歳

到達後最初の３月３１日）までの児童を

養育している人。

支給額は第１子と第２子が月額各

５０００円、第３子以降は１人につき月額

１万円が支給されます。

児童扶養手当
対象は、父母の離婚や父との死別（遺

族年金などが受けられないとき）など

で父と生計を共にできないか、重度障

害などの父をもつ児童の母か養育者。

支給期間は、１８歳到達後最初の３月

３１日まで（心身に中度以上の障害があ

る場合は２０歳未満まで）。

特別児童扶養手当
対象は障害程度が中度以上の２０歳未

満の児童を養育する人。

障害者や遺児に 市民福祉金
市独自の制度として、市内に引き続き１年以上の住民

登録・外国人登録を有する障害者や遺児に市民福祉金を

支給しています。本人・配偶者・扶養義務者について所

得制限があります。

【障害福祉金】対象は身体障害者手帳（１級～６級）、

療育手帳（Ａ、Ｂ１、Ｂ２）もしくは軽度以上の判定書

または精神障害者保健福祉手帳（１級～３級）を交付さ

れている人 ※すでに手帳などの交付を受けていて申請

がまだの人は、早めに申請をしてください

【遺児福祉金】対象は、１８歳未満の児童（高校などに

在学中のときは２０歳未満）で、両親または父か母がいな

い状態か、父または母が重度障害の人

外国人等の高齢者や
重度障害者に 特別給付金
国民年金の制度的な理由で老齢基礎年金や障害基礎年

金などを受けられない外国人などの高齢者や重度障害者

に、市独自の制度として「外国人等高齢者・重度障害者

特別給付金」を支給しています。

会 計 平成１７年度 増減額（対前年度）

一般会計 １５３３億４２６６万円
－１４９億８０６万円

（８．９％減）

特別会計 １０５７億３３１万円
２５億９６２９万円

（２．５％増）

合 計 ２５９０億４５９７万円
－１２３億１１７７万円

（４．５％減）

※一般会計の減少額のう
ち１０５億５８４１万円は、借
換債の減によるもので、
これを除いた実質的な一
般会計の減額率は２．８％
となっています

当初予算の規模
平成１７年度

市債、公有財産、基金などの現在高
（平成１７年３月３１日現在）

《公有財産の状況》

土 地
９２８万９９６０㎡

評価額
５１０９億２４８１万円

有価証券
など

《市債（借金）の現在高》
区 分 金 額

一般会計 ２３８５億８７５４万円

特別会計（主として下水道事業） １０５３億３３４８万円

合 計 ３４３９億２１０２万円

※市民１人あたり…７４万６０００円

《基金の現在高》
区 分 金 額

基金総額（２５基金） ２３４億２８３１万円

主
な
基
金

土地開発基金 １００億円

財政基金 ４０億９８０２万円

減債基金 ３５億７１９９万円

耐火物件火災損害填補積立金 １０億１５２９万円

介護給付費準備基金 ９億３７５２万円

※市民１人あたり…５万１０００円

《一時借入金等の状況》
借入金残額 １２３億円

財政事情をを公公表表ししまますす

み
ん
な
で
実
現
す
る

安
心
で
き
る
将
来

年金グループ給付チームは、児童手当や児童扶養手当な
どに関する事務を行っています。それぞれの制度で支給要
件が異なりますので、年金グループ給付チーム（０７９８・３５・
３１９０）にご相談ください。

市
有
地 

建 物
１６０万４６３０㎡

評価額
２６３５億６２２０万円

評価額
１２５億７８６１万円

…
市
民
１
人
あ
た
り 

…
１
世
帯
あ
た
り 

…
36
万
４
０
０
０
円
　
　
…
87
万
円 

 

歳
入 

歳
入 

１
６
７
７
億
５
４
２
１
万
円 

…
36
万
４
０
０
０
円
　
　
…
87
万
円 

 

歳
出 

市　税 
765億9615万円 
（　16万6000円） 

 消防費（消火・救急活動に） 
 47億5136万円（　1万円） 

その他 
66億1029万円 

教育費 
（学校教育や   

 社会教育の充実に） 

197億1033万円 
（　4万3000円） 

衛生費 
（保健医療や環境学習、清掃事業に） 

126億9546万円 
（　2万8000円） 

総務費 
（文化振興や広報に） 

145億3266万円 
（　3万2000円） 

国庫支出金 
159億1054万円 

諸収入 
106億2168万円 

使用料・手数料 
59億5124万円 

地方交付税 
91億8537万円 

県支出金 
50億1826万円 

繰入金 
83億559万円 

市債 234億9776万円 （　5万1000円） 

その他 126億6762万円  

土木費（道路や公園の整備・維持管理に） 
 250億3474万円（　5万4000円） 

民生費 
（福祉の充実に） 

412億7125万円 
（　9万円） 

公債費 
（市の借金の返済に） 

431億4812万円 
（　9万4000円） 

歳
出 

１
６
７
７
億
５
４
２
１
万
円 

平成16年度一般会計最終予算の内訳 

○中央病院事業○  

延べ入院患者 
１日平均入院患者 
延べ外来患者 
１日平均外来患者 
事業収益 
事業費用 

年間入院患者 
１日平均入院患者 
年間外来患者 
１日平均外来患者 
事業収益 
事業費用 

《１６年度 下半期》 
４万１６０１人 
２２８．６人 

９万９８６９人 
８３９．２人 

２９億７７１１万円 
３３億１４３８万円 

《１５年度 下半期》 
４万５３４１人 
２４７．８人 

１０万５９９６人 
８８３．３人 

３１億４４４４万円 
３６億３３１５万円 

《１７年度 当初予算》 
８万６５０５人 

２３７人 
１９万７６４０人 

８１０人 
５９億２２０１万円 
６０億９６８０万円 

《１６年度 当初予算》 
９万３０７５人 

２５５人 
２１万１４１０人 

８７０人 
６２億８０７１万円 
６４億  ７１７万円 

○工業用水道事業○  

給水事業所 
１日契約水量 
総配水量 
１日平均配水量 
事業収益 
事業費用 

給水事業所 
１日契約水量 
総配水量 
１日平均配水量 
事業収益 
事業費用 

《１６年度 下半期》 
５０所 

３万４９１４k 
３３７万７２００k 
１万８５５６k 
２億６３３３万円 
２億４９５６万円 

《１５年度 下半期》 
５０所 

３万４７７６k 
３６５万２２８０k 
１万９９５７k 
２億６３９２万円 
２億６６０５万円 

《１７年度 当初予算》 
５０所 

３万４９１４k 
７２８万５１４５k 
１万９９５９k 
５億７４６６万円 
５億４５２７万円 

《１６年度 当初予算》 
５０所 

３万４８５６k 
７４５万１６７０k 
２万  ４１５k 
５億７９６６万円 
６億１７２０万円 

○水道事業○  

給水戸数 
総配水量 
１日平均配水量 
事業収益 
事業費用 

給水戸数 
総配水量 
１日平均配水量 
事業収益 
事業費用 

《１６年度 下半期》 
２０万７４８８戸 

２８３２万３７９０k 
１５万５６２５k 
４８億６６７２万円 
５２億２４３０万円 

《１５年度 下半期》 
２０万３９９８戸 

２８０３万８３５０k 
１５万３２１５k 
４７億３２７３万円 
５１億６６０７万円 

《１７年度 当初予算》 
２０万８９４５戸 

５８７５万５５７６k 
１６万  ９７４k 

１０７億７２１４万円 
１０７億３０７４万円 

《１６年度 当初予算》 
２０万５１２９戸 

５９２９万３５２０k 
１６万２４４８k 

１１１億４７７６万円 
１０９億７６７０万円 

（５） 平成１７年（２００５年）７月１０日 平成１７年（２００５年）７月１０日 （４）

西宮市ホームページ／http://www.nishi.or.jp/


